福祉社会学会第２回大会（2004年6月26日　於　東京大学）

	英国における社会的企業の展開とボランタリー・セクターの変容

―CANを中心とした英国社会的企業の調査報告（２）―

○清水 洋行（東京学芸大学）・藤井 敦史（東北大学）


１．社会的企業をめぐる政策的背景

（１）貿易産業省（DTI）における社会的企業政策の展開

2001年10月9日　社会的企業課（Social Enterprise Unit）の開設

→2002年７月23日「社会的企業：成功のための戦略」（Social Enterprise: a strategy for success）

（２）ニューディール政策（1998年～）

　「福祉から労働へのプログラム」

→社会的に排除された人々（失業者、身体障害者など）に対して、職業・教育訓練を施して就業への支援を行う

（３）コンパクト（Compact）

　　・1998年にNational Compact……ボランタリー・セクターの役割と独自性の評価

→・コンパクトのいっそうの推進

・社会的企業……広範なVSの拡大部分

　「社会的企業は、特定の組織形態を規定することによってではなく、事業（business）に関する共通の重要な特質の同定によって理解される」

（HM Treasury, 2002, The Role of the Voluntary and Community Sector in Service Delivery: A Cross Cutting Review）

（４）チャリティ法の近代化

　・1992年，1993年のチャリティ法の改正（The Charity Acts 1992 and 1993）

→・効率的なセクターへ

・新しい法人格の検討

　　e.g. Community Interest Company (CIC)……社会的企業が、法人格としては多くが有限責任保証会社（company limited by guarantee）であるが、実質的には非営利な性格であり、資産を公的目的に充てている状態を、法的に担保する形態を検討。

（The Strategy Unite of the Home Office, 2002, Private Action, Public Benefit: a review of charities and the wider.）

２．社会的企業の多元性・多様性

（１）SEL (Social Enterprise London) における社会的企業（観）
① 企業志向（Enterprise orientation）

② 社会的目的（Social aims）

③ Social Ownership……基盤としてmutuality
（２）ボランタリー・セクターの動き

①ボランタリー・セクターの分極化

・大規模なボランタリー団体を中心にcommercialization（およびdemutualization）が進む　(NCVO 2004: 図3)
→「Voluntary and Community sector」という表現

②ボランタリー団体の商業化と社会的企業との交錯

　1)事業化（補助金依存の縮小）

2)事業収入（earned income）全体における政府との契約の縮小

3)障害者・失業者等の社会的包摂（就労訓練等）の実施　→　社会的企業との交錯

③事例

　　　1)収益部門設置型

　　　2)コミュニティ施設管理型

（３）CAN (Community Action Network)（1998年～）の社会的企業（観）

①社会的起業家（social entrepreneur）の重視

・民主的運営＝官僚制的運営の回避

②associabilityの不在地域・領域へ

③事例

　　　1)コミュニティ・センター（地域再生）型

　　　2)ケア中心（対人サービス）型

　　　3)リサイクル（就労訓練中心）型
３．社会的企業の展開によるボランタリー・セクターの変容

（１）社会的企業の背景

　　　cf. NCVO(2002: 表8)

→公共サービスのリニューアル
（２）社会的企業の位置づけ

→ボランタリー・セクターの商業的再編へ

（３）社会的企業の可能性
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